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第５回交通政策基本計画小委員会 

平成２８年６月２日 

 

 

【二瓶企画調整官】  それでは定刻となりましたので、ただいまから第５回交通政策基

本計画小委員会を始めさせていただきたいと思います。 

 委員の皆様方におかれましては、本日も大変お忙しい中、お集まりいただきまして、大

変ありがとうございます。冒頭の進行をしばらく務めさせていただきます、私、国土交通

省総合政策局公共交通政策部、二瓶と申します。よろしくお願いいたします。 

 まず、議事に先立ちまして、事務局より委員の交代についてご報告いたします。昨年２

月で退任されました福岡捷二委員の後任といたしまして、電力広域的運営推進機関の金本

良嗣理事長が選任されまして、本日よりご出席いただいております。 

 本日は、交通政策基本計画の進捗状況などについてご審議いただくことにしております。

また、本日の会議は公開で行わせていただきますので、議事録については委員の皆様にご

確認いただいた上で、資料とあわせてホームページ上に掲載する予定でございます。 

 それでは、開催に当たりまして、総合政策局次長の篠原よりご挨拶を申し上げたいと思

います。 

【篠原次長】  次長の篠原でございます。局長は間もなく参りますけれども、申しわけ

ありません、間に合いませんでしたので、私のほうで一言ご挨拶を申し上げます。 

 委員の皆様におかれましては、大変お忙しい中、しかもこの暑苦しい部屋にお集まりい

ただきまして、ありがとうございます。ぜひ上着をとってご審議をいただければと思って

おります。 

 この小委員会では昨年来、大変精力的にご審議いただいて、交通政策基本計画というの

を取りまとめていただきまして、昨年の２月に閣議決定が行われております。これを受け

まして、国交省でその計画の実施のために、関係の交通事業者の皆様と連携しながら取り

組んでまいりましたけれども、その取り組み状況の一部は交通政策白書などでもご紹介を

しているんですが、今日はその進捗状況などをご報告しながら、さらには数値目標の達成

状況などもごらんいただいて、ご指導いただきたいと思っております。 

 特に本年２月には、先生方に現地視察も行っていただいております。ありがとうござい

ます。また、昨今の人口減少、人手不足などを背景にしまして、生産性の向上も大変大き
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な課題になっておりますので、国交省でも生産性革命本部というものを立ち上げ、取り組

みをやっております。そのあたりもご報告をして、ご意見をいただければと考えておりま

す。 

 本日もどうぞよろしくお願い申し上げます。 

【二瓶企画調整官】  本日の資料でございますが、お手元の議事次第に配付資料という

形で列挙させていただいてございます。もしも配付漏れなどございましたら、お知らせい

ただければと思います。 

 それでは、淺野委員長に一言ご挨拶をいただきたいと思います。お願いいたします。 

【淺野委員長】  淺野でございます。昨年２月に基本法が閣議決定されて以来、初めて

の会合で、１年たちますので、１年間の進捗を見る時期に来たということです。 

 この小委員会でございますけれども、金本部会長の計画部会が上にございますので、今

後計画部会を開いていただいて、今日の審議内容を報告するということになると思います。

そのときはよろしくお願いしたいと思います。 

 ということで、初めての評価でございますので、いろいろとご意見を賜って計画部会へ

の報告に反映したいと思いますので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、お願いします。 

【二瓶企画調整官】  それでは、これ以降の進行は淺野委員長にお願いしたいと存じま

す。なお、これより先はカメラ撮影をご遠慮いただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは淺野委員長、よろしくお願いいたします。 

【淺野委員長】  それでは議事に入ります。最初でございますけれども、議事次第に従

って進めてまいりますが、今日の議題が大きく前半と後半に分けてございますので、お手

元の資料の１と２をまず最初にご説明いただき、ご意見をいただき、その後に残った資料

の３から５を説明いただき、ご意見をいただきたいと思います。 

 それでは、まず全体の計画の進捗状況につきまして、事務局から報告であります。お願

いします。 

【岩城参事官】  それでは早速でございますが、ご説明させていただきます。資料１を

お手元にお開きいただきたいと思います。 

 資料１で、基本計画の各基本的方針がＡ・Ｂ・Ｃとございます。Ａ・Ｂ・Ｃごとにそれ

ぞれ目標が１から４まであったと存じますが、それごとに主な取り組みというものをまと
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めてございます。 

 この資料につきましては、例えば最初の１ページ目に地域公共交通の再構築で、その右

側に「（白書）」という記載がございますけれども、お手元に、ちょっと分厚くて恐縮でご

ざいますが、この５月１３日に閣議決定されております交通政策白書の第３部、第４部と

いうところで、交通政策基本計画のフォローアップという意味も込めまして、私どもが実

施した施策を記述しております。「（白書）」には、そこのページを書かせていただいており

ますので、詳細はそちらに委ねることとしまして、簡単にでございますけれども、主な取

り組みをご紹介させていただきます。 

 まず、１ページをごらんください。まず第１節とありますが、これは基本計画でいう目

標１になります。自治体中心に、コンパクトシティ等まちづくりと連携した地域公共交通

ネットワークの再構築ということでございますが、地域公共交通の再構築という面では、

各省連携したワンストップサービスをやって意見を吸い上げ、それから支援を一覧できる

ようなものをつくって提供したり、あるいは、地域公共交通の再編実施計画に基づくもの

につきましては、補助要件を緩和するなり、あるいは新しく出資制度のような支援の多様

化というメニューを、法律を改正しましてつくったり、そういう取り組みを進めておりま

す。 

 その下に関係する数値指標を挙げてございますけれども、これはまた後でまとめて一覧

できるようにしておりますので、そちらでご説明させていただきます。 

 それから、次でございますけれども、過疎地物流の確保ということでございますが、各

地域におきましても、全国５地域で宅配のサービス、あるいは買い物難民の支援のための

輸送システムの検証モデル事業、あるいは地域内配送の共同化、あるいは、いわゆる貨客

混載のようなことができるように地域再生法を改正して、地域の交通・物流の確保を図っ

ておるところでございます。 

 ２ページに行きます。２ページは多様な交通サービスの展開を後押ししているというこ

とでございますけれども、ＬＲＴあるいはＢＲＴということでございますが、具体的に広

島電鉄でございますとか、札幌市においてもループ化、あるいは福井のほうでは福井鉄道

とえちぜん鉄道における路面電車としての相互乗り入れといったものに取り組んでいると

いうことでございます。 

 それから、６番のところにありますが、海のほうでもいわゆるバスフロート船といいま

して、海陸をシームレスに運べるようなものが、実用化が一部鹿児島のほうでされること
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になっております。それから、海のほうでもデマンド交通のための補助対象をつくる等の

取り組みをしておるところでございます。 

 ３ページをごらんいただきたいと思います。バリアフリーをより一層身近なものにする

ということでございます。これは、移動円滑化基本方針に沿いまして、着実にバリアフリ

ー化を進めていくということでございますけれども、（２）にございますが、ホームドアに

つきましても各種予算でありますとか税制措置を投じまして、設置を進めていくというこ

とでございます。これにつきましても関連指標とございますけれども、今は６２１という

ところまで来ております。 

 それから、新しく２０２０年のオリンピック・パラリンピックを見越したバリアフリー

化を進めていこうということで、重点的に取り組むバリアフリー施策を整理いたしまして、

例えば羽田・成田からのアクセスルートを中心にバリアフリー化していこう、あるいは競

技場周辺に面的にバリアフリー化を進めていこうという方針を立てまして、整備を進めて

いこうということでございます。さらには、バリアフリー化をはじめとした交通サービス

の整備に活用するような、大会特別仕様のナンバープレートといったものも検討を進めて

いるということでございます。 

 続きまして、４ページをごらんいただきたいと思います。目標４の旅客交通・物流のサ

ービスレベルをさらなる高みへ引き上げるということでございますけれども、既存の道路

ネットワークの最適利用としてビッグデータを活用して、道路を賢く使う取り組みにより

まして、この４月でございますけれども、首都圏における新たな高速道路料金の導入とい

ったものも行っております。 

 あるいは、さらに一歩先へということでございますが、自動走行ということで、これは

政府を挙げて取り組んでいることでございますけれども、国連の枠組みのもと、ガイドラ

インの整備を主導していく。あるいは、政府の総合科学技術・イノベーション会議等にお

きますイノベーション創造プログラムということにおきましても、自動走行のシステムの

実現に向けた取り組みを加速しているということでございます。あるいは、経済産業省と

国土交通省が共同いたしまして自動走行ビジネス検討会ということでつくりまして、作業

を進めているということでございます。あるいは、警察庁におかれましては法制度面の課

題を整理すべく、自動走行システムの公道実験といったもののガイドライン等々もつくっ

ているという進捗でございます。 

 １枚おめくりいただいて５ページです。ここから基本的方針Ｂという、経済を支える交
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通という項目になります。まず、目標１の国際交通ネットワークの競争力強化ということ

でございます。まず最初に、航空のことがここに書いてございますけれども、羽田空港の

飛行経路の見直しによるオープンハウス型の説明会等々を開催している。あるいは、成田

空港においてＬＣＣの第３ターミナルといったものを供用開始しております。また、関西

空港におきましても、この３月に新しい会社に事業を移管し、委託を実施しております。

あるいは中部空港におきましても、ＬＣＣに対応するためのエプロンを整備する等を着実

に進めておるところでございます。もちろん、圏央道も次々に今、開通しているところで

ございまして、ネットワークを進めているということでございます。 

 それから、国際コンテナ戦略港湾政策の深化ということでございますけれども、集貨、

創貨も含めた取り組みということでございますが、この２７年４月には横浜の南本牧の大

水深のコンテナターミナルの供用開始をされておりますし、港湾運営会社も法律に従って

立ち上がってきているという状況でございます。 

 ６ページをごらんいただきたいと思います。これは国内でございますが、地域間のヒト・

モノの流動を拡大という目標でございます。まず（５）では、高速バスネットワークの拡

充ということで書かせていただいておりますけれども、高速バスの利用の促進のための情

報プラットフォームの構築等と。あるいは、この１月に軽井沢スキーバス事故が発生いた

しましたけれども、これに対しまして再発防止策の検討をして、この３月には中間取りま

とめと、まさに検討を進めている状況でございます。 

 あるいは、（６）、真ん中になりますけれども、空港経営改革の着実な推進ということで

ございます。仙台空港におきまして、この２月からビルの事業の運営の移管を開始してい

るということでございます。今後、高松空港あるいは福岡空港においても検討を進め、あ

るいは北海道においても進められているという状況でございます。 

 それから、鉄道による貨物輸送の拡大ということでございますけれども、今般、いわゆ

る物流効率化法を改正いたしまして、モーダルシフトの推進を、多様な関係者の連携を進

めることによって進めていこうという体制を整えたということでございます。 

 もう一枚おめくりいただきますと、７ページでございます。目標３の観光施策と連携を

した交通面での取り組みということでございます。交通分野での受け入れ環境の整備とい

うことでございまして、今般、外客目標値も４,０００万人に引き上げられておりますので、

これに対応して施策をまた今後も打っていくことになりますけれども、２７年度におきま

しては、各ＣＩＱの整備、あるいはファーストレーンといったものも成田・関空では進め



 -6-

ているということでございます。そして、多言語対応の拡充。それから、バスが足りない

とよく言われますけれども、貸し切りバスの営業区域の拡大等の弾力的措置。あるいは、

宅配便を活用して観光していただこうという「手ぶら観光」。こういったものを進めている

ということでございます。 

 それから、クルーズ振興を通じた地域の活性化ということでございますけれども、右の

表を見ていただきますと、これは目標値も２０２０年で１００万人ということでございま

したけれども、急激に進みまして、２０１５年では１１１万６,０００人を記録している状

況でございます。これをさらに引き続き進めまして、クルーズ振興を図っていくというこ

とでございます。このクルーズ振興には、各港で係船柱でございますとか防舷材を追加配

置したり、旅客ターミナルを整備する、あるいは情報もウエブサイトで発信をしたりする

といった取り組みを進めているということでございます。 

 次に、８ページをごらんいただきたいと思います。８ページは目標４の海外展開、グロ

ーバルにサービスを展開するということでございます。これにつきましても、国土交通大

臣みずから何回も海外へ行って、トップセールスをやっております。そして、今年の９月

にはサミットの関連の大臣会合ということで、軽井沢におきまして交通大臣会合を開催す

る予定にしております。今、準備を進めている状況でございます。 

 それから、次でございますけれども、各交通分野の我が国事業者の参入促進ということ

でございますが、いわゆるＪＯＩＮ、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構におきま

しても新たに支援を決定いたしまして、我が国企業の海外への展開を後押ししているとい

うことでございます。まず、１つ目がベトナム・チーバイ港の整備運営事業。あるいは、

アメリカのテキサスの高速鉄道。あるいは、ブラジルの都市鉄道の整備運営事業。こうい

ったものを進めているということでございます。 

 もう一枚おめくりいただきますと、９ページから基本的方針Ｃに入ってまいります。大

規模災害や老朽化への備えを万全なものとするという項目でございます。ここも、社会資

本整備重点計画におきましても、長寿命化対策ということが書かれてございますけれども、

同じく道路やトンネルについても定期点検の着実な推進、あるいは自治体の実施している

道路の老朽化対策に対する支援といったものを進めている。あるいは港湾におきましても、

港湾等メンテナンス会議の設立等を後押ししていくということを進めているということで

ございます。 

 また、港湾における船舶の避難誘導等ということでございますけれども、東京湾におけ
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る一元的な交通管制の構築の一環といたしまして、今回海上交通安全法を改正いたしまし

て、津波等の災害時に海上保安庁が湾内の船舶を避難誘導できるように、そういった措置

を新たに構築したということでございます。 

 続きまして、１０ページでございます。交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と

安全確保に万全を期するという目標でございます。まず、運輸マネジメント制度。この運

輸マネジメントを着実に進めていくということで、実績もかなり伸びてきているところで

ございます。 

 また、新技術の活用や設備への投資の支援ということでございます。ＡＴＳの整備でご

ざいますとか、あるいは新技術といたしましては、いわゆるドローン、無人航空機でござ

いますけれども、航空法を改正いたしまして、基本的ルールを構築。あるいは活用という

ことで、物流への活用を目指しまして、民間事業者とともに貨物の輸送実験といったもの

も行っているということでございます。 

 それから、（６）でございます。先ほども申し上げましたような多様な関係者と連携を促

進した取り組みということで、いわゆる物流効率化法の改正も行っているということでご

ざいます。 

 １１ページをごらんいただきたいと思います。交通を担う人材を確保し、育てるという

部分でございます。これは、まずバスにつきましては、官民の関係者とどういった取り組

みをしているかということで検討しまして取りまとめた上で、効果的な横展開ができるよ

うな手引書をつくったり、あるいは我々の出先の地方運輸局もいろいろ学校訪問などをや

って、ＰＲに励んでいるということでございます。 

 また、タクシーにつきましても、女性でありますとか若年層の雇用を拡大と。人材の多

様化ということで、タクシー革新プランというのもつくりまして取り組んでいる、あるい

は新規就労や活躍推進・促進に関する市場調査といったものを行っているということでご

ざいます。 

 トラックにつきましても、これまでも官民協働で活動をやってきたところでございます

けれども、厚生労働省とも新たにタッグを組みまして、今後それぞれの協力あるいは役割

分担をしながら進めていこうということでやっております。また、経営者への情報発信の

強化ということで、トラガール促進プロジェクトサイトといったものもつくって啓発に努

めているということでございます。 

 それから、物流全般でございますけれども、運賃・料金の適正収受、あるいは業界イメ
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ージの改善といったものを目指しまして、アクションプランというのをつくって、これを

進めていくという活動を行っております。また、自動車整備士につきましても、産学官連

携をしたＰＲということを進めているところでございます。 

 これらの項目につきましては、また後ほど後半でもお話をさせていただきますけれども、

ここで数値指標を書かせていただいておりますが、数値の伸び方としましてはなかなか厳

しいといいますか、難しいところにあるということでございます。 

 １２ページをごらんいただきたいと思います。低炭素化あるいは省エネ化の環境対策と

いうことでございます。まず、次世代自動車の一層の促進ということで、水素ステーショ

ンの整備の促進ということで補助制度を活用、あるいはプラグインハイブリッドバスの路

線バスへの導入、あるいは燃料電池自動車のタクシーといったものの導入に関する先駆的

取り組みを重点的に支援していると。 

 あるいは、（２）でございますけれども、自動車を排出源とするＣＯ２の削減ということ

で、エコドライブでございますとか、あるいは共同輸配送の促進に向けましたマッチング

の取り組みといったものも進めているということでございます。簡単でございますけれど

も、以上が主な取り組みでございます。 

 

引き続きまして、資料２をごらんいただきたいと思います。資料２では、この基本計画

に定められております数値目標が５６項目ございまして、細目にしますと９３項目になり

ます。この９３項目が今どんな状況かということをまとめたものでございます。それが２

ページ以下、初期値、それから真ん中で赤いところが現状値となっております。右が目標

値ということでございます。 

 この数値指標につきましては、国土交通省の政策評価制度の全体の枠組みに従いまして、

２年に１度、評価を詳細に実施することとなっておりまして、社会資本整備重点計画の指

標と同様に、来年度がその年次になっているわけでございますけれども、今回、簡便では

ございますが、今どういう状況にあるかというものを先生方にもごらんいただこうと思い

まして、現在の初期値と目標値を直線で引っ張りまして、それで現状値がその線の上にあ

るか下にあるかというものを、簡略でございますけれども、そういった区分をしてみまし

た。 

 そこで、ａ・ｂ・ｃ・ｄと分けておりますけれども、ａが現状値が目標値以上というこ

とで、計画上は目標を達成しているということでございます。それからｂは、現状値が初
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期値と目標値の直線よりも上にあるということで、順調に進んでいると思われるもの。ｃ

がそれよりも下にあるものということで、もう少し頑張りが必要だと思われるもの。ｄは

初期値よりも若干、数値的には悪化しているといったものでございます。 

 これを、基本的方針Ａ・Ｂ・Ｃごとに並べております。それから、下にバー（「-」）とい

うものがありますけれども、バー（「-」）は社重点の今回の改定によりまして、数値目標が

見直されたものということで、現状値が初期値となっているもの、あるいは、まだ現段階

では最新の数字が出ていないものということで、これは除外をしております。これをバー

（「-」）ということで整理いたしております。 

 これでどれぐらいの状況かということをまとめたものが、１ページの真ん中の表でござ

います。基本的方針Ａ・Ｂ・Ｃごとに並べておりまして、右の赤く囲ったところが全体で

はこういう状況になっているということでございまして、何となく半々ぐらいの感じでは

ございますけれども、２ページ以下はそれぞれの細目を書かせていただいております。 

 この中で、例えばｄという、現状値が初期値未満になっているというものもございます。

例えば指標番号２９をごらんいただきますと、これは国際空港における入国審査に要する

最長待ち時間というものが、初期値２０１３年で最長２７分でありましたのが、現状値で

は３８分になっているということでございます。 

 入国審査に要する最長待ち時間と申しますのは、成田、羽田、関空、中部での最長待ち

時間の月平均のうちから最長のものを選んでいるということでございますけれども、２０

１５年には特にインバウンドが大変どの空港も伸びております。特に関空では２０１３年

比で１１６％増、すなわち２倍以上の増加となっておりまして、おそらくこれによりまし

て、審査の待ち時間が長くなったものと考えておりますけれども、この２０１５年度には

ファーストレーンの設置等々にも取り組んでおりまして、あるいは人員の配置にも取り組

んでいるということでございますので、目標値、要はかなり高くなってしまっているわけ

でございますけれども、今後も取り組みをさらに進めていくということが必要な分野かな

と考えております。 

 また、実はもう一つ、ｄのものがございまして、５３番でございますけれども、モーダ

ルシフトに関する指標ということで、内航海運による貨物輸送トンキロというものが、若

干でございますけれども下がっているというものでございます。これは、今回の２０１４

年の消費増税もございまして、貨物の輸送量全体が減少したことも影響したのかなと考え

ておりますけれども、これは引き続き荷主等とも一緒にタッグを組みまして、モーダルシ
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フトを推進していくということについて力を入れていかなければいけないなと考えている

ものでございます。 

 それから、ほかのｃにつきましても、全体の４割をｃが占めておりますので、より一層、

特に取り組みを進めていかなければならないものだと考えております。 

 また、ａにつきまして、達成しているというものが６つほどございます。番号でいいま

すと、８番のバリアフリーの①の中の旅客船ターミナルと、②の航空旅客ターミナル。あ

るいは、３０番ですね。先ほど少しご紹介しましたけれども、クルーズで入国する外国人

旅客数。あるいは、３３番の③、４１番、あと４７番の①ということでございますけれど

も、こういったものにつきましても、１００％のものは今後、指標そのものをどういうふ

うに考えていくのか、あるいは１００というよりは、例えば８０とか６０とか、そういう

パーセンテージのものにつきましては、数値を先に高目にまた設定をし直すということも、

今後考えていきたいと思っております。 

 すいません、申しおくれましたけれども、表の中で青い字で項目のところに指標名を書

いてございますのが、今回の社会資本整備重点計画の改定で見直された指標ということで

ございます。 

 それから、６ページをごらんいただきたいと思います。６ページには、基本計画の閣議

決定後に、政府全体あるいは国土交通省におきましても、交通関係で数値的な指標を設定

して頑張っていこうということで、設定したものでございます。基本計画の策定時のご議

論の中でも、新しい数値指標というものにも頑張って取り組む必要があるではないかとい

うご意見もいただきましたので、その後、こういった指標もつくりましたので、ご紹介を

させていただきたいと思います。 

 まず、①でございますけれども、明日の日本を支える観光ビジョンということで、この

３月に決定されたものでございます。先ほど申し上げました訪日のクルーズの外客数でご

ざいます。これが既に目標値を達しております。２０２０年では５００万人を目指すとい

うことで設定をいたしております。 

 それから、この２３区内におけますユニバーサルデザインタクシーの割合と。これもオ

リンピック、さらにはその先を目指して、数値を高めていこう、割合を高めていこうとい

う目標をつくっております。 

 それから、冒頭、次長からのご挨拶にもございましたけれども、今、国土交通省におき

まして大臣ヘッドのもとに、人口減少時代においても生産性の向上によって経済成長を行
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っていこうという取り組みをやっております。ということで、総目に生産性革命本部とい

うことで置きまして、活動を進めておるわけでございますけれども、そこで新たにいろい

ろ目標を設定いたしております。クルーズ船が寄港する港湾数を増やしていこう、あるい

は造船の建造シェアを高めていこう、物流事業者の労働生産性も高める、あるいはトラッ

クの積載効率を高めていこうではないか。鉄道も同様でございます。また、関係者が組ん

だ地域内の輸送の効率化ということもあります。こういったモデル事例も増やしていこう

と。 

 それから、③でございますけれども、今回軽井沢の事故もございましたが、大型高速バ

スの衝突被害軽減ブレーキの装着率といったものも目標値を掲げて、導入を進めていこう

ということでございます。 

 それから次が、今回改正をいたしました新たな物流効率化法に基づきました、輸送機能

と保管機能が連携した倉庫といった整備事例も増やしていこうと、こういう目標値を新た

に掲げまして、取り組んでいくということにしております。これらのものにつきましても、

今後その進捗状況をきちんと把握してまいりたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明に従いまして、ご意見等がございましたらよろしくお願い

申し上げます。ご意見、ご質問はいかがでしょうか。お願いします。 

【飯尾委員】  じゃ、どなたもないようですので、口火のようなことでございますが、

大変今日はわかりやすい数値で、とりわけａ、ｂ、ｃというふうに分かれていたので、大

変わかりやすくて良かったと思います。わかりやすく見せていただくと欲が出て、秋まで

にこれを分析して理由を解明しないといけないというと、幾つかの類型に分けて分析する

必要があります。例えば整備の類いは、あるところに達すれば、それはどんどん先へやれ

ばよろしいし、１００であれば次の指標を探すという類いです。ところが訪日客みたいに

相手が動くものは、増えたからといって、放っておいて増えるものでも実はなく、減った

りもする可能性もあるわけで、どういう要因かをそういうのは調べないといけません。 

 あるいは、先ほど出てきたようないろいろな整備率の目標の設定がよかったかどうかみ

たいなことを、別にこれはよいとか悪いとかいうことではなくて、その考え方をするため

には、超えたもの、超えないものを比べて見てみるということが必要になってくるので、

項目ごとにざっと整理されて大変便利ですけれども、今度は分析のやり方ごとに幾つか例
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を挙げてやってみられて、秋までに原因を解明というほうに進まれれば大変いいんじゃな

いかと存じます。 

 以上でございます。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

 ほかにご意見ございますか。お願いします。 

【大橋委員】  どうもありがとうございます。改めてこの交通政策基本計画を見させて

いただいたんですけれども、今日フォローアップを丁寧にしていただいて、また指標も非

常に細かく見ていただいて、感謝申し上げます。 

 その上でなんですけれども、この基本計画をつくるときに、第３章を設けていただいて

いて、それぞれのイシューについて縦割りで見ると同時に、横串も刺して見ていこうとい

う視点がこの中に盛り込まれていると思うんですね。それで、私の関心でいうと、イノベ

ーションとか経済成長の中で論点でいただいたんですけれども、ＩＣというところのデー

タの利活用に関する項目も、この中にいろいろちりばめられていて、非常に重要なイシュ

ーだと思います。 

 国あるいは地方公共団体が持つデータをどうやって利活用を進めていくのか、あるいは

それを民間事業者のデータと組み合わせて、どうやって交通の分野も含む全体の産業の底

上げを図っていくのかという論点だと思うんですけれども、この話というのは個人情報の

取り扱いとか、そうした制度もあわせて進めていかないといけなくて、おそらく交通の分

野だけでは済まないイシューだとは思うんですけれども、３章、とりわけ後半で書かれて

いるところでも関連がありますので、ぜひ着実にここのあたりも進めていただけたらとい

うのが１点。 

 あと同時に、データの利活用という観点で、調査研究の重要性。先ほど飯尾先生からも

あった調査研究を十分に行うことが重要だという論点も、きちっと示させていただいてい

るので、ここも今後、産官学連携してということでもありますし、ぜひいろいろな形でご

協力等させていただければと思います。 

 以上です。 

【淺野委員長】  ほかにご意見ございますか。 

【家田委員長代理】  これをどう見るかというところがこれから大事なわけだけれども、

さっき飯尾先生がおっしゃったようなのに付加的に申し上げますと、訪日外国人が来たな

というのは、もちろん努力の成果もあるんだけれども、結果として来たよねという面もあ
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るじゃないですか。向こう次第というところがね。そういうものと、それから直轄で公共

事業をやっているような部分で、国交省みずからが金をとってきて、みずからが頑張れば

できるという、それだって大変なことですけれども、そういう分野と、それから、物流あ

るいは鉄道事業のように、国交省が政策所管をしているし、部分的にはお金も投入するけ

れども、基本的には事業者がみずからの努力でやってもらうという、これもどっちかとい

うと近いんだけれども、外国人が来たかな？ なんかに比べると、ぐっと手元に近いです

けれども、やっぱり違いますよね。そういうアクションの直接度の違いが随分あるので、

そこのところも分類した上で分析していくと、見えるものもよくわかってくるんじゃない

かなと思います。一つサジェスチョンでございます。 

 以上です。 

【淺野委員長】  事務局よりお願いします。 

【岩城参事官】  ご指摘ありがとうございます。 

 まず、飯尾先生と家田先生から今後の分析ということでご示唆をいただきまして、あり

がとうございました。まさに基本計画をつくるときにも、同じようなご議論があったと思

います。交通の分野は特に関係者、民間事業者の方々とも一緒に取り組んでいくものだと

いうことでございまして、そういう意味で、指標にもいろいろな種類があるということを

ご示唆いただいたと思います。そのようなこともございますので、いただいたような形で

幾つか分類をチャレンジしまして、少し分析をやってみたいと思います。 

 それから、大橋先生に今いただきましたデータの利活用の点でございます。基本計画の

中にはいろいろなところにちりばめられておるところもございますので、そういったもの

もまた整理をしてごらんいただくとともに、その分のフォローアップといいますか、取り

組みも進めるように努力したいと思っています。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

 基本計画にはこういう数値目標を明示しなくても、重要な政策を進めていくべきである

という文章で書かれている部分があるわけですね。それをどういうふうに進行していくの

か。一部は法律の整備によって実施を進めていくというのが一つのやり方かもしれないし、

また、この１番目の地域公共交通網形成計画という、これは２０２０年に１００件計画を

つくるということになっていまして、今９２件。どうしてそんなにたくさん早くできたの

かというのは、多少疑問に感じるところもありますけれども、これは徹底的に地域の計画

をつくるとすると、そんなに簡単ではないはずなんです。おそらく計画を検討している、
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議論しているときには、１年間に１０件もほんとうにできるのかなという声も上がったぐ

らいのものであって、それが途端にこれだけの件数が上がってきた中には、内容的にちょ

っと物足りないものも入っているかもしれない。 

 そういう意味で、質のいいものを取り上げて、それを全国的に推奨するということによ

って、全般的なレベルを上げていくという進捗のやり方もあるわけであって、ですから、

もう少し内容的な分析を、数値だけでなくて、内容的な分析を進めていくというのは課題

かなという感じがしますね。これを計画部会に報告するときに、なるべくそういう内容を

多く含んだものにしていくということが課題かもしれませんね。 

 ほかにございませんでしょうか。 

【金本委員】  そういう分析をされるのはいいことですけれども、こういう政策評価は

随分昔に大分つき合わされて、仕事が増えるわりに、あまり成果がないなという印象がか

なりあって、だから、みんながみんなこれで分析して、何かやれとかというのは、若干、

労を多くしてという感じかなと思います。 

 ただ、全部数字を投げただけというのも、ちょっとなという感じがあって、見ています

と幾つか、車両のバリアフリー化なんかのところも、どう見たって目標を達成するのはな

かなか難しそうだなとか、こういうのはコメントしておかないとというのが、ある程度あ

ると思いますので、ちょっとメリハリをつけて、これは順調、ｃだけどそれほどでもない

なというのは、あまり頑張っていただく必要もないので、そうじゃないやつについて、少

し一言二言言っていただきたい。 

 あと、１年後にもうちょっとちゃんとした分析をしていただくということでありますの

で、その辺を考えてやっていただければと思います。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

 ほかにございませんでしょうか。竹内委員お願いします。 

【竹内委員】  竹内でございます。ご説明ありがとうございました。 

 飯尾先生をはじめとして、皆さんおっしゃっていることのつけ加えのような話になるん

ですけれども、指標のチェックと同時に、わりと簡単に目標達成できたものもあれば、で

きていないものもあるということなので、意地悪く言うと、簡単に達成できちゃったもの

は、もっと厳しく設定するべきではなかったのかという反省点があるかもしれません。一

生懸命努力したけれども達成が難しいものもあれば、わりと簡単に達成できたものもある

かもしれませんし、そういう点において設定の数字そのものに対する検証ということも大
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事ではないかと考えております。 

 それからあとは、最近あまり聞かなくなりましたアウトカム、アウトプットという言い

方を以前はよくしておりましたけれども、こうやって数字が達成された結果、どういうい

い効果があったのかということも知りたいですね。目標が達成できたからこそ、我々はど

ういういい暮らしができた、便利になったということが実感できるような、何かそういう

事例なり、別の指標なりというのがあればいいかと思います。 

 最後の点なんですけれども、先ほど言ったのにｄという指標がありまして、最長待ち時

間の話と内航海運の話の2つがありました。これについてははいずれも、私は以前の議論の

とき申し上げた気がするんですけれども、分子と分母によって数値が変わるんですよね。

指標番号２９の話も分子と分母が変わっていて、つまり処理能力という分母と、あとは分

子としてのそれを上回っての入国の方々がいらっしゃるということがあって、両方とも変

わるのでこういう数値設定の仕方がいいのかどうかというところの検証が必要だと思いま

す。それに、内航海運についても、絶対数さえ増えればいいかというと、この内航の増え

方を上回って、もしも総トンキロの数値が増加していれば、内航海運のシェアは落ちるこ

とになりから、これはあまりよくない話ですよね。このように、分子・分母が変わってく

るようなものは、少し指標を見直す必要がある。そういう観点からの見直しも少ししてい

ただけると、よりいいものができるんじゃないかと考えております。 

 以上です。 

【岩城参事官】  ありがとうございました。この評価につきましては、今ご示唆いただ

いた形がどれぐらいできるかわかりませんけれども、チャレンジをしてみたいと思ってお

ります。また来年には、国土交通省の先ほど申し上げました政策評価のところで、ちょっ

と詳しくやらせていただきますので、その兼ね合い、あるいは竹内先生からもお話のあり

ました指標そのものの意味というものもフォローアップをしながら、次の設定はどうする

かということも含めて考えていければと思っております。 

 以上でございます。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。よろしゅうございますか。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。基本計画全体の進捗について、これまで事

務局にご説明いただき、ご意見をいただいたところでございますけれども、計画全体の中

で、現在政府で重点的に取り組まれている人材確保と生産性の向上に関する施策について、

その進捗状況をより詳細に報告いただきまして、皆様からご意見をいただきたいと思いま
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す。このテーマにつきましては、本年２月に本小委員会として現地視察を行っています。

本年度の交通政策白書でもテーマとして取り上げているところであります。 

 これらを含めまして、事務局から進捗状況の報告をまずいただきまして、意見交換を行

いたいと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

【岩城参事官】  それでは、ご説明させていただきます。まず、資料３をごらんいただ

きたいと思います。基本計画の中でも就業といいますか、人手不足対策、あるいは生産性

の向上ということの説明を何回もさせていただきますが、その前提となる、バックとなる

数字が今どんなふうになっているのかというものを、少しまとめておりますので、これを

資料３に基づきましてご説明させていただきます。 

 表紙にも書いてございますとおり、本年度の交通政策白書のテーマ章として取り上げた

項目でございます。この中から一部抜粋しておりますけれども、これに従いましてご説明

させていただきます。 

 まず、１枚お開きくださいませ。最初のページも抜粋で、４９という数字になっており

ますけれども、このページをごらんいただきたいと思います。まず、交通事業における就

業者数の状況でございます。大変見にくくて恐縮でございますけれども、紫のところが運

輸業、統計上は郵便業も一緒になっておりますけれども、運輸業、郵便業のものでござい

ます。２０００年の後半ぐらいには少し多くなっておりましたけれども、２０１２年から

ちょっと下がっておりますが、大体３２０万人から３５０万人程度で横ばいという状況で

ございます。 

 次のページを見ていただきますと、全体の就業者の割合でいいますと、５.２％をこの運

輸関係が占めているということでございます。その中でも、その下の図でございますが、

トラックが、貨物運送事業が一番多くて、１６６万人ということで、約半数はトラックだ

という状況でございます。 

 次のページでは、これは職業別の割合ということを各業種別に示しておるわけでござい

ますけれども、もちろん、各業種で構成割合が違うわけでございますが、運転や運搬に従

事する人たち、自動車運転従事者、ブルーの横でございますとか、あるいはまさに水色の

運搬従事者というところがわかるように、点線で囲ってございますけれども、この範囲が

同じところだと思いますが、ご想像の範囲かと思いますが、やはり多いということでござ

います。 
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 それから、その下でございます。就業者年齢の状況でございますけれども、これは産業

別の分類でいいますと、２番目に高い平均年齢となっています。 

 その次のページの上のほうを見ていただきましても、これは各職種別に出しているもの

でございますけれども、平均年齢、タクシー運転者が５８.９歳、それからバスで４９.２

という、特に自動車運送関係で大変高くなっているという状況でございます。 

 もちろん、この下のほうでございます、下の経緯が書いてございますけれども、平均年

齢は一番下の紫が全産業平均でございますが、タクシー、バス、トラックの運転手の平均

年齢は、これを上回ってずっと推移しているという状況でございます。 

 次に、５３ページというところでございますけれども、女性の就業状況ということでま

とめております。これも全体に比べますと、まだ２０％に満たないと。これは運転者も含

めまして、事務も含めまして全てでございますので、こういう数字になっておりますが、

例えば職種別に見てみますと、次の５４ページの上でございます。全職種に比べまして、

特に右のほうの自動車運送関係、これは大変女性が少ないという状況になっていると。 

 それから次に、労働環境の状況ということで、労働時間ということでまとめてあります。

５４ページでございます。労働時間でいいますと、所定内労働時間、所定外労働時間を合

わせますと、全産業の中で業種別で見ますと、一番長い労働時間になっております。特に

所定外労働時間が長いというのが特徴かなと思っております。 

 次の５５ページでは、その運輸業の中での状況でございます。これも自動車中心に、長

い状況になっているということをごらんいただけるかと思います。 

 それから、所得の状況でございます。５５ページの下でございますけれども、全産業と

比べまして若干、運輸業、郵便業は低いということになっております。５６ページの上の

ほうでは、職種別に見た状況がこのような形になっております。 

 他方、こういう状況ではございますけれども、運輸業の雇用情勢は、足元ではどうなっ

ているのかということでございます。いわゆるＤ.Ｉ.値というもので表をつくっておりま

すけれども、全産業といいます赤の点線でございますが、これよりずっと高い傾向を示し

ております。 

 それから、ここの資料には入っていなくて恐縮でございますけれども、交通政策白書の

１００ページというところをごらんいただきますと、１００ページの左上でございます。

ここでは有効求人倍率の推移を書かせていただいております。ここでブルーの部分が職業

の全平均でございます。これに比べまして、緑のこれが自動車運転の職業ということでご
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ざいます。この有効求人倍率が特に高いのはもちろんのこと、最近特に高くなっておりま

す。これは２０１４年の数字でございますけれども、２０１４年で自動車運転の職業は有

効求人倍率１.８７でございます。２０１５で見ますと、全産業の平均が１.１でございま

すけれども、自動車運転の職業は２.０５になっているという状況にございまして、さらに

より逼迫感が出てきているという状況にございます。 

 続きまして、またこの資料３にお戻りいただきますと、５７ページをごらんいただけれ

ばと思います。５７ページでは、交通事業の生産性はどうなっているんだろうかというも

のを、若干分析したものでございます。基本的にこの生産性は、いわゆる労働投入量分の

粗付加価値額ということで計算をしております。いろいろ生産性の議論につきましては、

資本生産性とか全要素生産性とかいうものがございますけれども、担い手不足、労働力不

足という関係から議論しようということで、労働生産性ということで取り上げております。 

 それをごらんいただきますと、５８ページの上のほうでございます。全平均に比べます

と運輸業は、もちろん大変労働集約的な産業でございますので、ほか労働集約的な産業と

同様やはり低いという状況にございます。 

 それからその下が、運輸業の中でも、各業種別に少し分けて分析したものでございます。

これを見ますと、もちろん装置産業的なもの、航空でございますとか、水運、鉄道といっ

たものは高くなるわけでございますけれども、道路運送業というものは低いということで

ございます。全体のパイが道路運送業のほうが大変大きくなってございますので、運輸業

全体としてもその影響があるのかなと思っております。 

 それから、もちろん資本生産性というものになりますと、これが逆の数字になりますの

で、この計算におきましては、資本の投入量の差が付加価値額に影響を与えるということ

はあるのかなと思っております。 

 次のページをまた飛び越していただきまして、６０ページをごらんいただきたいと思い

ます。労働生産性を国際比較したらどうだろうということで、調べてみたものでございま

す。図表２－２０は、国際比較の中で上のほうが全産業で見たもの、下のほうが交通事業

で比べたものでございます。右のほうが人ベースで、左のほうがマンアワー、投入労働量

分ということで見たものでございます。 

 これを見ましても、全産業と似たような傾向でございますけれども、アメリカが突出し

て高いという状況でございますが、日本は低位ということでございます。特に２０００年

代、右下の絵を見ていただきますと、少し線にあらわれておりますけれども、２０００年
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後半に他国に比べて、いわゆるリーマン・ショックの影響かもしれませんけれども、落ち

込みまして、それから回復がなかなかされていないという状況が見てとれるのかなと思っ

ております。 

 次に、６１ページの最後のところでございます。ここは単純に、生産性が高いと言われ

ておりますアメリカを１というふうに設定しまして、ほかの国がどういう位置にあるかと

いうのをわかりやすく模式化したものでございます。これを見ていただきましても、下の

ほうを見ていただきますと、右のほうの人ベースでも低うございますし、特に投入量の時

間ベースでいきますと、さらにその差が顕著に出ているということでございます。 

 こういったことからも、前半で人手、労働力不足感を述べさせていただきましたけれど

も、人手の確保と生産性の向上ということが、両輪の軸として政策的に進めないといけな

いのかなという気がしております。 

 

 こういう問題意識のもと、資料４をごらんいただきますと、昨年の２月にこの基本計画

小委員会の先生方とご一緒に現地視察をしましたので、それを若干簡単にご紹介させてい

ただきたいと思います。 

 １ページをごらんいただきますと、寒い時期、２月でございましたけれども、東急バス、

それからヤマト運輸さんの羽田クロノゲート、それから自動車整備ということで、東京ト

ヨペットというところに行ってまいりました。 

 ２ページをごらんいただきますと、東急バスでございます。ここではどういう話を聞い

たかということでございますけれども、ＩＣＴの活用による生産性の向上の例や、あるい

は女性が働きやすい職場環境の整備、あるいは時短勤務による定年雇用者の活用といった

人材確保の部分について主に見させていただきました。 

 右のほうに主な視察内容を書かせていただいておりますが、ＩＣＴを活用した運行管理

等々でございます。乗降センサーやＩＣカードを利用したダイヤ編成、あるいはバスナビ

のシステムを利用しました運行管理、あるいはＩＣカードを利用した見守りサービス。そ

れから、今新しく試験的にやられているそうでございますけれども、車内案内を自動翻訳

するスマートフォンアプリといったものを、真ん中のおもてなしガイドというふうに絵を

出させていただいておりますが、こういったものをご紹介いただきました。 

 それから、安全への取り組みということで、ドライブレコーダーとか、ヘリマスという

接近感知のセンサーでお知らせするということでございますが、こういった車の装備。あ
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るいは、人材確保の取り組みということで、出産等で離職した職員の再雇用制度でありま

すとか、大型二種の免許の費用を会社が負担して運転士さんを育成するような仕組み、あ

るいは個々人のライフスタイルに合わせた時短勤務制度といったものを採用されていらっ

しゃるということで、こういったご紹介をしていただいたということでございます。 

 もう一枚おめくりいただきますと、次が羽田クロノゲートに行ってまいりました。ここ

はヤマト運輸グループの総合物流ターミナルでございますが、年中無休の２４時間操業と

いうことでございます。従来をはるかに上回る処理能力がありまして、このスピードと、

それから物流の機能だけではなくて、電化製品の修理でございますとか、あるいは医療品

の洗浄等々といいましたプラスの価値を付加した施設ということで、注目されているもの

でございます。 

 場所もちょうど羽田空港、あるいは首都高の羽田の出口のこの距離、それから東京港に

も、あるいは東京貨物ターミナルにも近いという、まさに物流機能としての結節点に位置

しております。ここにありますことで、物流のスピード化、それに付加価値の向上を図る

というものでございます。 

 右のほうにいろいろ見させていただいたものを書かせていただいておりますが、ここは

物流棟がございまして、最新のクロスベルトソータということで、ほんとうに人がいない、

最小限に抑えた自動化がされております。そして、先ほど申し上げました家電とかを物流

施設内で修理をやってしまうというような、これでトリップ数が少なくなるというもの。

あるいは、医療品を物流施設内で洗浄して、実際に使用される方が在庫しなくてもいいよ

うな仕組み。あるいは、オンデマンド印刷までやってしまうといったもの。それから、物

流施設は交通の往来も激しくなりますので、立地がなかなか難しいこともございますが、

地域に貢献するエリアもつくって地域と共生していこうというものでございます。 

 ４ページの、１枚おめくりいただきますと、どういう建物になっているのかということ

でございますが、先ほど申し上げましたような、１階・２階に仕分けエリアというのがご

ざいまして、上層階で付加価値を追加するようなスペースがございます。ここをコンベア

で全部結んでいるということでございます。右のほうにスパイラルコンベアというのが書

いてございますけれども、こういったもので結んでスピードの仕分けをやっているという

ものでございました。 

 続きまして、５ページ目をごらんいただきますと、東京トヨペットさんで自動車整備の

現場を見させていただきました。特に自動車整備というのは男社会というイメージがよく
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されると思いますが、そこでも女性に活躍していただこうという取り組みを、会社あるい

はグループでも取り組まれておりまして、そういったところでご紹介をいただいておりま

した。 

 視察内容ということで、５ページ目の右のほうに書いてございますけれども、女性が働

きやすくなる環境をまず整えていくということで、更衣室とかシャワールーム、あるいは

育児休業制度を充実させる、時短勤務、また男性のスタッフにも理解していただこうとい

うイクメンの促進の活動ということで、この活動は厚生労働大臣認定の「くるみん」とい

うのを取っていらっしゃるというところでございますけれども、いろいろお話を聞きます

と、自動車整備のところでも、機械を修理するという従来のものから、だんだん自動車自

体が電子化されているというのもあって、装置の取り外しが結構多くなってきているとい

うことで、従来の自動車整備のイメージから大分変わっているということもお聞きしてお

ります。最初の丸のポツの括弧の中にも書いてございますけれども、そういった話をお聞

かせいただいたということでございます。 

 簡単でございますが、視察のご報告でございました。 

 

 続きまして、資料５でございます。資料５で、生産性あるいは人材の確保の取り組みに

つきまして、どういうことをやっているかということをご紹介したいと思います。 

 まず、１ページ目をごらんいただきたいと思います。まず、人材確保に係る主な取り組

みということで、自動車・物流関係ということで書かせていただいておりますけれども、

基本的に先ほどの資料１でご説明をしました内容と重なりますので、省略させていただき

ますけれども、この分野も先ほど数値指標でごらんいただいたものにつきましては、４８

番から５２番に当たるところでございまして、ｃが多いところになっておりますけれども、

今後も取り組みを継続的にしっかりとやっていかなければいけない分野かなと感じており

ます。 

 ２ページ、次のページに、主な取り組みを幾つか書かせていただいておりますので、ご

紹介させていただきます。まず、トラガール促進プロジェクトということでございますけ

れども、トラックドライバーは女性比率が大変低い、２％ということでございます。ただ、

大型免許を保有する女性は１４万人ほどいるということで、潜在的なものはあるのではな

いかということでございます。 

 これに対しまして、経営者の意識改革でございますとか、労働環境の整備をしていこう、
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あるいは業界イメージを改善していこうということで、国の国交省のホームページ内にも

トラガール促進プロジェクトサイトというものを設けまして、啓発あるいはＰＲに努めて

いるということでございます。 

 それから、右のほうでございます。自動車関係の高等学校への、いろいろ訪問をすると

いうことでございます。我々の出先機関、運輸局でございますとか運輸支局でございます

が、ここの職員が関係団体とタッグを組みまして、いろいろな高校を訪問して実際の理解

を深めてもらおうということで、ＰＲ活動、説明を行っております。例えば下の丸のとこ

ろでございますが、物流業界の現状、あるいはドライバーの声、災害出動といったもので

大変活躍するような社会貢献といったものもご説明しまして、理解を深めていただくとい

う活動をやっておるところでございます。 

 それから、もう一枚おめくりいただきますと、３ページ目でございますが、ほかの分野

でございます。鉄道とか航空とか海事関係でございます。まず鉄道分野でございますが、

技術の継承ということが大変必要な分野でございますけれども、国もいろいろ参画してい

るテキストをつくって、特に地方鉄道、地域鉄道で、技術の継承というのは重要なポイン

トになっておりますので、関係業界ともタッグを組みまして、研修会をやったりという取

り組みをやっております。 

 また、次の航空関係、航空機の操縦士の関係とか、あるいは整備士の関係でございます

けれども、新たな奨学金制度でございますとか、skyworksというウエブサイトもつくって

おりますが、こういったもの。あるいは、外国人操縦士の活用に向けた在留資格要件の見

直し、飛行時間の要件の緩和というのも取り組んでいるということでございまして、ほか

も船員、造船分野、海洋産業分野といったものにつきましても取り組みを進めているとい

うことでございます。 

 次のページに若干ご紹介をさせていただいておりますけれども、鉄道技術の合同研修会

といいまして、職員の高齢化、職員数の減少ということで、安全の確保に必要な技術の維

持・継承をやっていかなければいけないということで、関係の協会ともタッグを組みまし

て、技術継承の研修会を実施しているということでございます。 

 右のほうはパイロットの関係でございますけれども、無利子貸与型の奨学金を、事業者

と一緒に産学連携でこういった制度をつくっていこうということで検討を進めておりまし

て、２８年度から何とか決めようということで、今、作業を進めているということでござ

います。 
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 続きまして、５ページをごらんいただきたいと思います。ここから生産性向上に係る主

な取り組みということでまとめさせていただいております。基本計画の項目でいいますと、

上に書いてございますところがいろいろ関係するわけでございますけれども、例えば地域

交通では、ＩＣＴを活用した経営基盤強化策、あるいはビッグデータの活用等々。あるい

は物流では、先ほど来申し上げておりますが、関係者との連携による枠組みの創出、物効

法の改正とか、あるいは再配達の削減の取り組み、あるいは貨客混載の取り組みといった

もので生産性を上げていこうというもの。 

 あるいは道路の分野でございますと、ＥＴＣ２.０を活用しました、いわゆる特車ゴール

ドの制度を開始したり、あるいはＥＴＣ２.０の運行管理支援サービスといったものを社会

実験したりしている。あるいは、交通モード間の接続を強化していこうということで、検

討会も開催しまして、高速バスあるいは地域のバスの利用環境の改善を図っていこうとい

う取り組みをやっております。 

 また、自動運転の分野におきましては、政府の総合科学技術・イノベーション会議が策

定しております戦略的イノベーション創造プログラムにおきまして、省庁横断的な取り組

みを進めているようなもの。あるいは、先ほど申しました経産省と国交省の自動走行ビジ

ネス検討会で、競争領域と協調領域、協調領域は地図とか通信とかでございますが、こう

いうところを戦略的にも切り分けて取り組む。あるいは、国際的なルールづくりに向けた

取り組み、体制整備をやっていこうということで取り組んでおるところでございます。 

 順番は異なりますけれども、先に９ページで主な取り組みをご紹介させていただこうと

思いますが、９ページをごらんいただきますと、港湾関係でございますと、先ほどのクル

ーズの取り組み、あるいは手ぶら観光の取り組み。それから海事関係におきましては、後

ほどご説明しますが、ＩＣＴをフルに活用して造船をやっていこうということで、いわゆ

るi-Shippingと我々は呼んでおりますが、こういった取り組み。あるいはドローン、航空

法を改正して新たなルールを策定しまして、民間の事業化に向けた取り組みを後押しする

ということをやっております。物効法につきましては先ほどご説明したとおりでございま

す。 

 この中で幾つかご紹介させていただきますが、６ページをごらんいただきますと、例え

ばこれは、地方路線バスの見える化による経営革新支援ということでございます。各路線

について、どういう課題があるのかを見える化していこうということで、国勢調査による

昼間人口とか夜間人口のデータの分析に、あるいはＩＣカードのデータも分析をいたしま
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して、路線バスの課題を見える化していく。それを再編とかに役立てていこうというもの

でございますが、さらに、携帯機種の情報やＧＰＳの情報といった新しいビッグデータも

活用することで、さらにそれを精緻化していこうという取り組みを進めております。 

 続きまして、７ページでございますけれども、これもデータを活用するということでご

ざいますが、高速道路の渋滞の解消策ということで、左にありますサグ部でありますとか

上り坂も、ここのピンポイントを察知しまして、そこの対策を重点的に進めるということ

で、渋滞対策を進めていこうということでございますが、これによりまして、有効労働時

間を増加させる、そしてトラックやバスの生産性向上、労働力不足への対応も進めていこ

うという取り組みでございます。 

 それから、もう一枚めくっていただきますと、８ページでございます。物流生産性革命

ということを書いておりますけれども、今申し上げたような取り組みは、先ほども冒頭で

申し上げました国土交通省の生産性革命本部ということでも取りまとめられているもので

ございますけれども、こういった物流の世界でも進めるということで、パッケージとしま

して物流生産性革命としてございますけれども、例えば宅配便の受け取り方法の多様化

等々でございます。直近５年間で宅配便の取り扱い件数は１５％の増加をしております。

そのうち約２割が再配達という状況になっております。これも、いかにこれを削減してい

くかということで、労働時間をかなり損失しているということで、これをなくしていこう

という取り組みでございます。 

 それから、先ほど来申し上げています観光需要の取り組みということで、手ぶら観光。

あるいは、③でございますけれども、過疎地で共同集配、貨客混載をやって、効率化を図

り、利便性を図り、サービスを持続的なものとしていこうというもの。あるいは、右下で

ございますけれども、ドローン活用の環境整備を図っていこうというものでございます。 

 それから、１枚飛び越していただきまして、１０ページでございますけれども、クルー

ズ新時代に向けた対応ということで、できるだけ少ない投資でやろうということで、既存

岸壁を活用した取り組みをやろうということで、防舷材とか係船柱の整備をやるという取

り組み。あるいは、ここには書いてございませんけれども、民間の活力を利用した、今回

無利子貸し付けの制度ができましたけれども、そういった制度を利用して港湾のクルーズ

新時代に向けた対応を図っていこうというものでございます。 

 それから１１ページ、最後でございますけれども、造船の世界にもＩＣＴとか、いわゆ

るＩｏＴを取り入れていこうということで、造船日本の復活を目指していこうというもの
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でございます。開発や設計、あるいは建造、運航の各フェーズにまたがりまして、こうい

ったＩＣＴ、ＩｏＴを活用して生産性を高めていこうという取り組みをやろうということ

で、取り組んでいるところでございます。 

 すいません、大変雑駁でございますが、以上でございます。 

 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいま説明いただいた材料をもとに、議論を行っていきたいと思います。

ちょっと整理が要ると思うんです。労働生産性が低い分野が運輸分野にあります。そうい

う分野は同時に、労働力不足になっています。労働生産性が低いから、きっと賃金が低い

んであって、賃金の低いところには人が集まってこないから、労働力が不足していると。

そこに女性が活躍いただければということだけれども、労働生産性が低いままの分野に女

性が活躍するということは、賃金が低いままとなる。その悪循環のまま議論を行っていて

も、どこかに出口がなければ、どうにも改善ができないわけですね。 

 ですから、例えば新しい産業を創出して、そこに労働生産性の高い事業として定着する

ような方向で国も支援するとする。新しい労働力は、適度な賃金が保障されるから、若い

方とか女性の活躍を促すことができれば、きっと何か入り口が見えてくるんだと思うんで

す。、今、負の方向に回転しているところに、女性の活躍の場を広げるというだけでは、ど

うもうまくいかないような感じがするんですね。その辺、どうやってこの機能を整理した

らいいんでしょうかね。 

 飯尾先生、お願いします。 

【飯尾委員】  いきなり当てられて、すぐに答えられるかどうかわかりませんが。伺っ

ていて思っていたのは、基本的にはイノベーションということを何かしないといけないん

ですが、先ほどにもお話がありましたように、これは国が直接しておるわけではなくて、

事業者の皆さんがおられて、事業者の皆さんがイノベーションをしないといけない。こち

らは最近、財界人の皆さんと勉強会なんかして、そのときに聞いた話で、ちょっと今日関

係するかなというのが２つございます。 

 １つはイノベーションだけれども、どうも日本で弱いのがオープンリソース・イノベー

ションではないかという議論が出てきて、つまり、企業を超えて業界全体でもオープンに

して、全体をずっと上げるというタイプのことが、日本は結構どの業界も事業者が多い、

とりわけこの業界もたくさんあって、相互協力は難しい。 
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 その話を聞いていて、ふと今日思い出して考えると、この分野はそれなりに昔から皆さ

ん規制をしておられて、業界とはおつき合いがあって、疑心暗鬼ということを取り除くた

めの一工夫をすれば、業界全体で入るとか、最初にシードとなる、これはいつかやってお

られますし、既にその分野のこともあるかもしれませんが、ということがあると思います。

とりわけ生産性の問題を見ると、道路運送から旅客にしろ、貨物にしても、道路関係のた

くさんの事業者があふれております。だから、これを効率化するといっても、事業者を超

えてやらないと、なかなか効率化はできない。 

 これはカルテルにするというのだとぐあいが悪いから、どうするのかということは法律

的に詰めてあげないと、業者では動けないことがたくさんあるんだろうという気もします。

そういう点でいうと、どういう技術があるのかという開発とともに、法律的にそれを下支

えするようなことを集中的に考えるとよいのではないでしょうか。これは労働力の人口比

からしても、日本経済に対するインパクトもそれなりに大きいので、ここでこの役所で頑

張られると、ひとついいんじゃないかと。そういうところで議論になって、これが一つの

プラスのほうであります。 

 もう一つは、労働生産性を上げていくためには、幾つかの、あまり感心しない業者の皆

さんには退出していただくという、その圧力でやってくるということ。もちろん、一つの

方法が、例えば最近出ている最低賃金の引き上げみたいなことですけれども、逆に言うと、

ちょっとクオリティーコントロールするかなということですよね。あまり質の悪い長時間

労働みたいなことももちろん、これはよその役所の担当ではあるけれども、何とかやって

おるけれども、このところでやられても将来性がないということです。言葉を言い換えれ

ば、そこが整理されると、ほかが伸びるということであるということです。 

 そこで規制のレベルでサービスの質を上げるという、この役所からいうとサービスの質

を上げるということが出てきます。最近の安全性の議論もございますが、そこれも先ほど

の効率化との関係で、どういうスピードで規制すればどんな効果があるのか考えないと、

いいことだからやりましょうではなかなかいかないので、戦略性が必要ですが、とりあえ

ず例えばこの２つ、焦点を絞って申し上げるとあるんじゃないかという気がしますが、い

かがでしょう。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。労働生産性を高めるために、イノベーショ

ンを支援する。労働生産性の低い業者を、退出を促すということによって、全体の労働生

産性を高めていく方法があるんじゃないかというような、労働生産性から入っていく議論
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ですね。 

 お願いします。 

【家田委員長代理】  労働生産性なんだけれども、平たく言うと労働生産性って、働き

度とか、能率的にやっていないようなところは、あいつらサボっているねという受け取り

方をされがちなんだけれども、実は労働生産性って、資料の３の５７ページに定義されて

いるように、一番下の式でも労働生産性は、（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷マンアワ

ーですから、１個目の項目は、１人当たりどのぐらい利益率が高いかなということでしょ

う？ つまり、利益率を低くしてきたのが、ある意味、ディレギュレーションでもあった

わけですよね。競争が激しいから、理想的には利益率ゼロになっちゃうんですからね。と

いう面があるよね。 

 それから２つ目は、人件費÷マンアワーですから、給料ですよね。給与水準。給与水準

が高いところは労働生産性が高いよねと。ほら、次のページを見てみると、金融、高いで

すよね。それから下で見ると、飛行機、高いですよねって、タクシーよりずっと高いって、

これは当たり前だよね。 

 それから、次の減価償却費÷マンアワーですから、設備と人がどのくらいのウエートに

なっているかなということで。だから、労働生産性そのものが、その数字そのものが目的

で、高くしましょうみたいなことは、ほとんど僕は意味がないと思うんですね。それより、

例えばこの労働生産性を見ても、３つのファクターに、次のページあたりで切り分けて内

訳を見ると、５８ページの業種別のやつも内訳を出してみれば、実はどこのところのこと

がゆえに低いのかとか、わかるじゃないですか。 

 だから、今委員長がおっしゃったような意味でいうと、労働生産性を高めることが目的

なんじゃなくて、よりよい、例えば１人のマンアワーの中で、どれだけのアウトプットを

出すか。つまり、何回行ったって受け取ってくれない宅急便というのは、実に無駄な動き

なわけでね。それを労働生産性という円のベースではかるんじゃなくて、アウトプット÷

マンアワーでいい世界ですよね。つまり、賢く使うみたいな世界。 

 それの話と、給料を上げていかないと生活が大変だし、人が来ないよねという話と、そ

れから、利益率がそこそこなかったら、次のイノベーションなんか、この業界はやれるは

ずもないよねと。そういう幾つか切り分けて方向を定めないと、労働生産性という言葉が

大好きな人たちに引きずり回されて、国交省ってだめですねとかいう論理の中だけでやっ

てみても、ほとんど前向きな話にならない。これが一つですね。 
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 それから、これはぜひ伺いたいんだけれども、例えば今の５７ページの図表２－１５と

いう、ここまでの経緯を見ても、例えば２０００年から２０１５年で、ここでいうところ

の労働生産性が４分の１上がっているんですよね。年率２.５％でしょう？ 経済は低迷し

ているというんだけれども、労働生産性は上がっているんですよね。ここの意味って何な

のというと、働いているマンアワーが下がりゃ、それはそうだよねとか、いろいろなファ

クターがあると思うので、実際の起こっている現象と労働生産性というものが、単に指標

だけでグラフを描くと云々というところから抜け出さないと、どうかと思うし、ここの最

後のところはご解説いただけるとありがたいと思います。 

 以上です。 

【淺野委員長】  事務局よりご解説願います。 

【岩城参事官】  すいません。若干、言葉足らずのところもあったかと思うので、ご説

明させていただきます。 

 家田先生もおっしゃったとおり、単に労働生産性は一つの切り口の議論でございまして、

低いから効率が悪いということでもないわけでございますけれども、例えば先生が先ほど、

少し要素に分けてみたらどうかというお話がございました。計算上、今回は粗付加価値額

をマンアワーで割っているということで、これはなかなか分解できないんですが、例えば

でございますが、従業員１人当たりの営業利益ということで見てみますと、情報通信産業

は運輸業・郵便業の３倍でございます。電気・ガス・熱供給のものは２.５倍ということに

なっておりますけれども、その分、低い利益率で、特に旅客なんていうのは運賃も低く抑

えているという見方もできるわけでございますので、そういったプラス面もきちんと捉え

ていかなければいけないのかなと思っております。 

 そして、これは本体には少し国際比較の面で書いてあるんでございますけれども、生産

性の議論には、サービスの質の議論は入っておりません。そういう意味で、サービスを厚

くやればやるほど、同じ額しかもらわなければ生産性は低くなるという傾向もございます

ので、そういった点は十分に踏まえた上で、議論をしなければいけないというのはわかっ

ております。そこは若干、説明が不足しておりまして、大変失礼いたしました。 

 それから、先ほど全産業の伸びということで、２０００年の前半も伸びているけれども、

これはどういう状況だろうかというお話がございましたが、この時期は主に、労働生産性

のこのときの状況は、労働投入量の減少が大分あっております。そこで付加価値が伸びて

いるというよりは、分母のほうが減っているということで、数字が伸びているというのが
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現実の数字でございます。 

 以上でございます。 

【淺野委員長】  では大串委員、お願いします。 

【大串委員】   先ほどから生産性とサービスの質の問題が出ていますけれども、ほん

とうにそれはパラドックスの状態で、サービスの質がすごく高い。これは海外でちょっと

でも生活をされた皆さんは、日本のインフラの質がものすごく高いのに、非常に安いとい

うことを体感されていると思います。その中で、低く抑えられているのが規制なのか、規

制じゃないのか。 

 例えば、大手自動車メーカーが何で強いかというと、ジャストインタイムで非常に生産

効率が高められるような物流を敷けているからということがありますし、コンビニがどう

して強いのかというと、やはりジャストインタイムで、非常に少ないスペースのところに

ちょうどいいタイミングで物が運ばれるというところで、物流業者の犠牲のもとに、もし

かしたらそういった高付加価値なところをとれているということかもしれませんので、そ

こは適切な対価をとれるような何らかの対応が必要でしょう。つまり、底上げというとこ

ろですね。 

 まず、私は飯尾先生のお話を聞いていて、３つあるかなと思いました。１つは、業界挙

げての協業などによって、例えばバスタのような取り組みで、今までばらばらに行われて

いたサービスが非常にわかりやすい形で提供されて、場所もみんなでつくり上げていく、

そこを盛り上げていくことによって、みんなが潤うような協業的なイノベーションですね。 

 もう一つが、情報開示などによって、例えば今、いろいろなところに行くのにバスの情

報がなかなか入っていけなくて、最後のラストはタクシーを使わないといけないかな、鉄

道はどこからどこまでが何時から何時までで、大体何時間かかりますとわかるんですけれ

ども、最後のバスの情報がまだ開示されていない情報があって、大きいバス会社は、どう

いうデータ開示方式だとコンテンツプロバイダーが買ってくれるとか、そういうことがわ

かっていますので、きちんと売れるデータとしての投資もできて、自分たちのところにお

客を呼び込むような仕組みもできていますし、そういうところが自前主義過ぎて、連携が

わからなくて、バスのところだけバス会社のホームページに行って調べないとわからない

とか、現地に行かないとわからないとか、いろいろあると思いますけれども、そこの自助

努力のところは大事ですけれども、協業に持っていけるところはなるべく協業に持ってい

けるような形が大事かなと思います。 
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 ３番目は、規制によっての底上げですね。 

 だから１番目は、共同で何かできることによって、業界が底上げできるバスタのような

取り組み。２つ目は、情報など自前、今持っているものでそんなに設備投資が必要じゃな

いものに対して、何か取り組みを行うことによって、より利用者を増やせるような試み。 

 ３つ目は、ジャストインタイムなどで非常に高付加価値を提供しているにもかかわらず、

高付加価値となれていないといいましょうか、生産性で低くおとしめられているところを、

何らかの形で規制をかけていくという。先ほど最低賃金が出ましたけれども、私は新潟県

の最低賃金の委員なんですが、今いろいろな人から意見を聞くと、トラック・バス業界か

ら最低賃金を底上げしていただかないと、自分たちが全然上がっていかないというところ

の悲痛な声を、７月に入ると、またこれから聞くことになると思います。 

 なので、いろいろなやり方があると思いますけれども、今、好機でもありますので、ぜ

ひこういう３つの方針でイノベーティブな取り組みを進めていただければと思います。 

 すいません、早くなりました。 

【飯尾委員】  １つ、いいでしょうか。 

【淺野委員長】  どうぞ。 

【飯尾委員】  ほんとうはもっと発言されるべき方がおられるような気がしますが、さ

っき家田先生のお話を聞いて、やや誤解されたかなと思うので、具体的な話にしますと、

サービスの質が高いことは大変、いいことでございます。ただ、さっきのジャストインタ

イムみたいに、どこかでこちらの業界がそれをかぶってしまっているんじゃないかという

ことは、バランス上考えないといけません。例えばわかりやすい例でいきますと、具体的

な業界の例がいいかどうかはわかりません。例えばサービスの例の質の高さです。例えば

東京にいると、道に立っていればタクシーがとめられる。いつでも乗れる。これはものす

ごく質が高いんですが、そのかわりに待機時間は極めて長くなって、これはさっきの生産

性は下がっているわけです。 

 ただ最近、何が問題になっているか。最近、ＩＴ技術を使えばもうちょっとそれがとい

うことが、タクシー以外のやつも巻き込んでといううわさはあるけれども、まずタクシー

から先にそういうことを装備して生産性を上げないといけないのではないか。これは日本

に合わないとか何とか言っていてはどうにもならないところもあるのではないでしょうか。 

 そうすると、そちらのＩＴ投資というのを一度すると、その業界の体質が実は非常に改

善して、サービスの質はある程度保たれるけれども生産性は上がるとかいうことを具体的
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に、これはイノベーションの一例ですけれども、これなんかは実際にそれに近いものが目

に見えているから、非常にこれをやったらやりやすそうなものでありますが、もう少し高

級なものもあります。例えば物流なんかでも、もうちょっと高級かもしれませんが、そう

いうタイプのものを、値段と質を対比されて、つまり、会社の都合で配達するというもの

は高い値段を取って、共同配達にして１日２回になっていれば、もうちょっと安いとかい

うことが、実はあり得るようなことは、どうすれば可能かということは考えてる必要があ

ります。今の体系を少し工夫することで、生産性を上げるのは、この業界だけではないで

すけれども、ＩＴ化投資だろうと思いますので、そういうことをいろいろ考えてみるとい

うつもりで言いまして、ちょっと誤解されて、労働者の数を減らせばいいとか、サービス

の水準を減らせばよいということを言っているわけではないんですが、業界の方はおそら

くご存じのはずでございますが、そこを促進するという例えばの例でございます。 

【淺野委員長】  どうぞ。矢ヶ崎さん。 

【矢ヶ崎委員】  発言の機会をありがとうございます。 

 先生方がおっしゃることに対して賛同するので、ちょっと重なってしまうのが申しわけ

ないんですけれども、私も労働生産性については、これをあまり強調し過ぎると、最終的

にはアメリカがいいんだということになるんですね。アメリカを１とした場合に他国はど

れぐらいなのかという、外資系コンサルタントが大得意な分析のところに行ってしまいま

して、これはこれで一つの物の見方ですから、完全否定するわけでもなくて、アメリカ型

にもいいところがある。でも、アメリカを１００とする、１とするということの意味をも

う少し考えて、ああいうサービス体系を日本は目指しているのかととられないようなもの

がいいなと思っております。 

 労働生産性の分母と分子は、解説するまでも全くないことですけれども、物事を動かし

ていくためのストーリーの一つですよね。マンアワーの部分、みんなで知恵を出し合って、

労働の仕方、働き方、時間の考え方、それから作業工程なんかを工夫していくと、いいサ

ービスができて、そして、よいサービスができた分が価格に反映することができるとした

ら、全部価格に反映できないところが非常につらいところなんですけれども、そうすると、

組織内留保が非常によくなって、それが組織へ留保で残る部分と、人のお給料になってい

く部分と、組織に留保で残る分に関しては、大変重要な安全とか、技術継承ですとか、な

かなか目に見えない部分にも回っていく、あるいは災害対応のときの耐え忍ぶ組織体力に

もなっていくという、多分こういうストーリーの中で、労働生産性といったものがどうい
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う位置づけになるのか、どこを押したら何が動いていってというところを見せていくと、

産業の中でも元気が出てくる、動かしていく元気が出てくるという、その出発点の指標の

一つになるといいなと思っている次第です。 

 先ほど先生方のご指摘もありましたけれども、動かしていくための指標なので、これだ

け見ると堂々めぐりになりがちな指標なんですが、動かすためには突破口が必要で、技術

あるいは新しい需要の創造というマーケットの部分だと思うんですよね。私は一応、観光

を専門としておりますけれども、観光産業界も非常に生産性が悪いということを言われて

おりますが、いろいろなしがらみ、商習慣、それから、これまでに培ってきたハード、い

ろいろなことが集大成で今があるんですが、それをなかなか変えていくのは難しいので、

であれば、訪日外国人旅行者が４,０００万人も入ってくるんだったら、そこを突破口とし

て、何か新しいビジネスモデル、新しいチャレンジ、あるいは今までお父さんお母さんと

いうおかみ社長に頭を押さえつけられて、新しいことができなかった若旦那たちが、新し

いことに挑戦していくとか、そういうものに使っていけたらいいなというのもありますの

で、まずは物事を動かしていくための一つだということでお考えいただければと思います。 

 以上です。 

【金本委員】  よろしいですか。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

【金本委員】  大橋先生のほうがうまく説明できるかもしれませんが、家田先生には経

済学者がいつも言うことを具体的にご説明していただいたというので、非常にありがたい

んですが、基本的に、生産性とかを見て、またそれを国際比較して、そこから生産性が低

いから、すぐにどこかいじろう、政策をしようというのは、実にばかげているわけで、何

が問題でこれが起きているということを見なきゃいけないということです。 

 労働生産性のここで出ているデータは、それ以前の話で、先ほど家田先生からありまし

たように、労働の価値を見ているわけではなくて、単に付加価値を労働者で割っているだ

けというので、資本装備率高ければ高くなるし、みたいなことで、何を言っていることに

もならないという話ですね。それをベースに政策を考えるというのは、やってはいけない

ことナンバーワンという感じではあります。 

 あと、交通産業は規制緩和のせいもあって、競争的になって利益率も悪いということで

すが、それは当事者たちにとってはよくないですが、全体から見れば別に悪いことでもな

いという話であります。利益率が高くなるためには何があるかというと、一つは、独占力
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をもって守られている。で、利益が高いと。あと、ほかの企業よりも技術とかいろいろな

ものが上だから、ほかがまねできないものを持っているから、利益率が高くなるというの

があります。そういうのがなくなったら、みんな同じことができるわけですから、押しな

べて利益率が悪くなって、最低限、投資をした人がぎりぎり、それより低ければ投資をし

ないというレベルまで落ちなきゃいけない。こういう話なんですね。 

 労働者についても同じで、自分がほかの人よりも生産性が高いから、賃金が高いわけで

すね。最低のことしかできなければ一番低いという話で、それだけの価値があるものを持

っているという人が賃金は高くなるというのが基本的な姿で、もう一つあって、今さっき

の独占力があればというのがありますが、何らかの格好で労働組合をつくって、供給を絞

って賃金を上げるというのはあり得る話ですが、これは必ずしも望ましい姿ではないわけ

ですね。そういったことをちゃんと理解して、ここで交通関係で何か問題が起きていない

かということを考える必要があります。 

 一つ、今さっき言われた話で、ＩＴイノベーションが進んでいないということがあれば、

生産性が上がらなくて、今までどおりのままだという話ですが、そうすると、ＩＴ投資を

促進すればいいというわけですが、そのときに、基本、ＩＴ投資をするのは民間の企業で

すね。政策として何が有益なのかということを考えるというところがあって、単に旗を振

るとか、単に金を出すとかというだけで、うまくいく世界でもないということなので、そ

こで頭をひねっていただきたいなと思います。 

 以上です。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。 

【大橋委員】  今、金本先生に言っていただけたので、そのとおりだと思うんですけれ

ども、労働生産性だけで見ると、ある意味、すごく逆説的な言い方ですけれども、今後の

展望は明るいわけですね。投入は減ってくるので、多分短期的には上がり基調が今後も続

くということだと思うんです。 

 ただ、多分ここの業界の問題は、需給のギャップがタイトになるにもかかわらず、なか

なか賃金が上がっていかない。よって、雇用の環境も改善されないというところがおそら

くあって、一つ行政として見るべきなのは、仮に下請とかの慣行の中で、何か非常にねじ

れたことがあるんだとすれば、そこは取引条件の適正化の観点から、きちっと見ていかな

きゃいけない。ここか、あるいは中小企業関係のところかもしれませんけれども、そうい

うところは行政上、見るべきポイントがあるんだと思います。 
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 多分、これがずっと続くと何が起こるかというと、先ほど議論になった新たなイノベー

ションが、より加速的に出てくる芽があるのだろうと思います。ＩＴ投資をするところも

出てくるでしょうし、あるいは自動化というものが、よりスピード感を持って既存技術を

リプレースしながら出てくることもあるんじゃないかなと思います。 

 ただ、そこに至るまでにトランジションが多分あって、例えば先ほど自動車整備業って

あったんですけれども、オックスフォード大の研究でいうと、この業界は高い確率で人間

が機械に置きかわる可能性があるというふうになっているんじゃないかと思うんですけれ

ども、そういう数字を見せられちゃうと、なかなか子を持つ親としては自動車整備業に子

をやるかなと思うところもあります。 

 ただ、これも時間軸のある話なので、そこのトランジションのところをどう埋めていく

のかというのは、多分政策的にも議論があるところなのかなと思います。需給のギャップ

が今後どういう形で推移するのかということを、発信できるものであればしていくと、随

分情報のギャップというのは埋まっていくのかなとも思うんですけれども、他方で、なか

なかそういうことをどこまで責任持って予測できるのかというのは、すごく難しい問題だ

なと思います。 

 あと、ＩＴの話は、すごく重要だと思うんですけれども、多分行政上重要なのは、例え

ば外から資本が入ってきたりとかということは十分考えられると思うんですけれども、そ

のときのデータの扱いをどう考えるのかというのは、実は中長期的な経済成長を考える上

ですごく重要なイシューだと思います。こういうものの利活用が国内の事業者も含めてで

きるような形にしておかないと、交通産業の貴重なデータ、というものが、どう扱われて

いくのかということに関して、不安が残るなということです。以上であります。 

【竹内委員】  竹内でございます。今、いろいろな先生方がおっしゃったことを、いろ

いろ考えてみると、全て私自身でまとめてみたら、これを言っちゃおしまいだろうという

気はするんですけれども、生産性という言葉をどうして使っただろうかいうのが根本的な

ところです。どうしてもそのように思ってしまう理由というのは、資料３で、一生懸命デ

ータを集めて、立派なものにしてくださったんですけれども、基本的には従来からおなじ

みの労働生産性を中心としたデータが並んでいるわけですよね。これを見た人は、こうい

うものをほかの産業並み、あるいはほかの国並みにするのが目的なのだというように誤解

してしまう可能性がある。しかし我々の意図としては、きっとそうじゃないんですよね。 

 だから、企業にとってみれば、企業は利潤最大をするためには生産性は大事な話ですか
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ら、そのデータはよく集まるんです。でも、我々や国土交通省が意図していることは、交

通の各企業の総体、個々の交通企業を合計したものが交通というように考えてやっている

わけではない。つまり供給者サイドだけじゃなくて、いわゆる利用者目線という言葉があ

りますけれども、それも全て含めた上でのよりよいサービスを、なるべく安いコストでや

るということが最終的な意図であり、目的だと思います。しかし、資料３にあるようなデ

ータしかなかなか集まらない。実際、数値としてこういうデータしかないので、やむを得

ないんですけれども、こればかり出ちゃうと、今言ったような誤解を招いてしまうので、

その結果国民のほうはやっぱり人減らしをするんだろうとか、そういうことを思う人が出

てくるかもしれないし、あるいは供給者ばかり注目して利用者のことはどうでもいいんじ

ゃないかと思う人も出てくるかもしれない。 

 だから、資料のつくり方において、アピールの仕方を工夫していかないとまずいという

気もしますし、また交通ならではの、ほかの企業と違う特殊性も明確にしておく必要があ

ると思います。例えば、先ほどバスの事例がありましたね。ＩＴを活用してとありました

けれども、これも他産業のような生産性という単純なデータならば、例えば労働者１人当

たりの人キロとか、そういう数値になりますが、しかし交通はそれではいけない。有償で

考える必要もあるわけですね。そういうように、交通ならではの生産性のデータもある。 

 そういうことを考えたら、単なる世間並みの生産性という言葉でおさまらないものが交

通にはいっぱいあるわけで、そういう意味からいっても、先ほど申し上げましたとおり、

単純な紋切り型の生産性では話が終わらないということを意識しながら、データを作って

いく。そういう姿勢が大事なんじゃないかなと、皆さんのお話しをたくさん伺って、感想

として持ちました。 

【淺野委員長】  ありがとうございました。皆さんのご意見はほぼ同じ方向を向いてい

て、岩城参事官の説明がよくなかったというわけではなくて、人材確保と生産性の向上と

いうのが政府で語るときのキーワードですから、そういうキーワードで取り組まなければ

ならないという意味で出されたわけであって、ただ、それをストレートに表現するグラフ

はあまり交通分野の問題の解消には向かないということだけは、皆さんの一致した意見の

ようです。 

 物流政策では、もっと違った側面の実態的な意味の政策を進行するための分析があるし、

i-shippingにおいてもそういう具体的な政策の展開を語っているわけであって、こういう

賃金の上昇であったり、若年労働者の確保であったりというのは、実態的にどういう効果
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を生んだかというのを、政策効果みたいなものを積み上げていくと、結果的には交通分野

においては従前よりも一層いいものになったということを表現すればいいのであって、そ

れはストレートな人材の問題と生産性の問題のグラフで語ってはいけないんだと思うんで

すね。 

 ですから、そういうことを少し勉強しながら、今後中間の政策評価をするまでに、まだ

時間、余裕ありますので、十分時間をかけてその辺を議論できたらと思いますので、どう

ぞよろしくお願いしたいと思います。 

 今日は貴重なご意見、どうもありがとうございました。この後なんですけれども、まず、

フォローアップですが、私が伺っているところによりますと、夏明けぐらいに計画部会を

開いていただくことになると思っていまして、それまでに今日のご意見を反映したまとめ

を、家田先生と相談しながらつくって、答申するということになります。 

【家田委員長代理】  １点だけよろしいですか。すいません、前半のところに戻るんで

すけれども、いろいろな種類のアクションがあって、それに対する成果という、達成度み

たいなところがあって、これからどうやるか。いいんだけれども、もう一方で、さっき申

し上げたように、思いのほかのスピードで達成されてきた外国人観光客というのは典型で

すよね。それはそれで日本の経済にとって大変に立派なこと、いいことだし、地元の地域

創生にも大変いいんだけれども、一方で、きのうかおとといも見ていたら、クルーズで入

国のチェックを楽にしたら、けしからん不法労働か何かの関係の人かわからないけれども

入ってきて、それがあちこちで行方不明になって、どこかで働いているらしいとか出てい

ますよね。それからまた、地元の、あまりはっきり言う人は少ないですけれども、観光地

でもいろいろなことが起こっているようですよね。 

 そうすると、量が増えたことはいいことなんだけれども、量がこんなに早く増えたから

こその影響みたいなものをきっちり押さえておいて、そして本来ならば観光振興というの

は、何も数が増えて金をもうけりゃいいというものじゃなくて、それを通じて、よりよい

国土とよりよい町をつくるなり、文化をよりよいものにインプルーブしていくような面が

あるじゃないですか。そうすると、せっかくこれだけ早くなったら、一度ちょっと落ちつ

いてみて、本来やるべきことに、やれるかもしれないという前向きに捉えるようなレビュ

ーも、この中の一環としてやったほうがいいんじゃないかなという感触を私は持ちます。 

 以上です。 

【淺野委員長】  観光に関して、ボリュームの弊害をどう扱うかということは重要な課
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題だと思いますので、それも分析の中に入れられたらいいかもしれません。それが今年の

金本先生の計画部会には間に合わないかもしれないけれども、来年には分析を進めておく

ということができればよろしいかもしれません。 

 ほかにご意見ございますか。 

 予定の時間になりましたので、今日いただいたご意見と、それから今後の整理すべき問

題の課題整理みたいなものを含めて、計画部会に報告させていただきたいと思います。私

と、家田先生と相談して、調整させていただくということでよろしゅうございますか。 

 そういうことで次回に向かいたいと思います。どうもありがとうございました。 

 それじゃ、マイクをお返しします。 

【岩城参事官】  今日はほんとうに大変貴重なご意見をいただきまして、ありがとうご

ざいました。特に今、生産性の議論でいろいろ大変なご示唆をいただきまして、ほんとう

に感謝申し上げます。私どもも分析をやるに従いまして、いろいろなことがわかってきた

ところもございます。今後まだ表現とか、今後の分析、いろいろ今日いただきましたご指

摘も踏まえまして検討していきたいと思います。本日はありがとうございました。 

【二瓶企画調整官】 淺野委員長をはじめ委員の皆様、どうもありがとうございました。 

 本日の議事録でございますが、後日、委員の皆様にお送りさせていただきまして、ご了

解を頂戴した上で、ホームページに公表させていただく予定でございます。よろしくお願

いいたします。 

 それでは、以上をもちまして第５回交通政策基本計画小委員会を終了させていただきま

す。本日はまことにありがとうございました。 

（了） 


